
令和5年度物価高騰対策事業に係る効果検証一覧
担当部局 １．事業の名称および事業の始期・終期 ３．交付対象事業の分類 ５．実績指標 6．事業実施による感染拡大防止等への効果

担当課 No 事業の名称 経済対策との関係 総事業費 市負担額 交付金充当額 国・県庫補助
事業名

所管（国・
県） 計測有無 指標 実績値

効果
【物価高騰による生
活者等への支援】

具体的な理由 効果
【経済活性化】 具体的な理由

健康福祉部地
域介護課 1 物価高騰対策支援事業（非課税

世帯）【物価高騰対策給付金】 令和 5 年 12 月 令和 6 年 3 月

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯

Ⅰ．物価高から国民生活を守る 199,814,374 0 199,814,374 有
対象世帯に対して令和
6年1月までに支給を開

始する

令和6年1月に支
給開始 2.効果的であった 低所得世帯を支援する一助となった。

健康福祉部地
域介護課 2

物価高騰対策支援事業（均等割
のみ課税世帯）【物価高騰対策給
付金】

令和 6 年 1 月 令和 6 年 3 月

①物価高の影響が大きい世帯(住民税均等割のみ課税世帯)の支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②住民税均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
③Ｒ５年度の住民税均等割のみ課税世帯

Ⅰ．物価高から国民生活を守る 16,823,866 0 16,823,866 有
対象世帯に対して令和
6年3月までに支給を開

始する

令和6年３月に支
給開始 2.効果的であった 低所得世帯を支援する一助となった。

健康福祉部地
域介護課 3 物価高騰対策支援事業（こども加

算）【物価高騰対策給付金】 令和 6 年 1 月 令和 6 3 月

①物価高の影響が大きい低所得者の子育て世帯の支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得者の子育て世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯・Ｒ５年度の住民税均等割のみ課税世帯
（子育て世帯）

Ⅰ．物価高から国民生活を守る 6,071,236 0 6,071,236 有
対象世帯に対して令和
6年3月までに支給を開

始する

令和6年３月に支
給開始 2.効果的であった 低所得世帯を支援する一助となった。

４．予算執行状況（単位：円）

事業始期 事業終期 ２.目的・内容等（①目的、②経費内容、③対象者）


